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中建審・社整審基本問題小委員会について

○ 平成２８年１０月より、建設産業が１０年後においても「生産性」を高めながら「現場力」を維持できるよう、建設業関連制
度の基本的な枠組みについて検討を行うことを目的として、「建設産業政策会議」が開催され、平成２９年７月に同会議
において「建設産業政策２０１７＋１０」が提言された。

○ これを受け、提言された施策のうち、許可制度の見直しなど制度的な対応が必要な事項の具体化を行う場として、基本
問題小委員会を再開。
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▲ 平成３０年６月１８日 第５回会議の様子

【スケジュール】
平成３０年

２月１３日 第１回会議
・基本問題小委員会における検討課題（案）について

３月１９日 第２回会議
・建設業許可制度等について

４月１６日 第３回会議
・建設工事におけるリスク分担等について

５月２８日 第４回会議
・働き方改革等の推進に向けた受発注者双方の取組等について

６月１８日 第５回会議
・中間とりまとめ案について

６月２２日 中間とりまとめ

平成３１年
１月１６日 第１回会議

・担い手の確保の取組を強化するために当面講ずべき措置等について
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２．個人事業主の事業承継時の許認可手続の簡素化について

○ 個人事業主が高齢化する中で、早期の事業承継は喫緊の課題となっている。
○ 個人事業主の事業承継が阻害されないよう、建設業の許可制度について何らかの措置を検討できないか。

【営業の許認可を必要とする個人事業主の全体に占める比率】

（出典）総務省・経済産業省「平成28年経済センサス‐活動調査結果」

＜今後の方向性＞
・前回までの基本問題小委員会では、広く建設業者全般の事業承継について議論を行ったところ。
・個人事業主の事業承継（主に相続）についても同様の制度を検討できないか。

＜（参考）基本問題小委員会 中間とりまとめ（平成30年6月22日、抜粋）＞

さらに、例えば、あらかじめ許可行政庁の認可等を受けることにより、事業承継の効力の発生日に自動的に権利義務を承継
するような制度を検討すべきである。

【年齢階級別個人事業主数の推移】

建設業者は個
人事業主全体
の７％を占める

平成３１年第１回基本問題小委員会
（平成３１年１月１６日）資料２－３
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現在の制度

＜課題点＞
○ 事業承継時、相続時に新規許可取得が
原則として必要であり、事業の空白期間が
生じる

○ （新規の許可取得のため）提出する書類
の枚数が膨大

現在の制度

譲渡人

＜承継の場合＞

譲受人

事業譲渡

新規許可取得
に必要な期間

許可取得

＝

事業の空白期間

＝
許可申請

（１）経営の安定性

経営能力 （経営業務管理責任者）

財産的基礎 （請負契約を履行するに足りる財産的基礎・金銭的信用）

（２）技術力

業種ごとの技術力 （営業所専任技術者）

（３）適格性

誠実性 （役員や使用人等の、請負契約に関する不正・不誠実さの排除）

これらの要件について確認を行うことで
建設工事の適正な施工を確保

（参考）現行の許可制度の要件

その他、成年被後見人等に該当しない者、暴力団員又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者等の欠格要件が定められている。
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現在検討しているスキーム

＜事業承継＞
○ 事前の認可を受けることにより、新規許可取得は
不要となり、事業譲渡当日に許可が承継できる

○ 法人だけでなく、個人も生前の承継が可能となる

＜相続＞
○ 死亡後、認可を受ければ先代の地位を承継できる

＜手続（事業承継、相続ともに）＞
○ 変更のあった部分の書類の提出で手続可能

※削減が可能な様式：２０／２９

検討中の制度

譲渡人

＜承継の場合＞

譲受人

事業譲渡
＝

許可承継

※ 現在検討中のスキームであり、今後変更の可能性がある。

・シームレスな承継が可能
・手続も簡単に

○建設業許可申請書 ○別紙１（役員等の一覧表） ○別紙２（１）（２）（営業所一覧表） ○別紙３（収入印紙はり付け欄）
○別紙４（専任技術者一覧表） ○工事経歴書 ○直前３年の各事業年度における工事施工金額 ○使用人数
○誓約書 ○登記事項証明書 ○身分証明書 ○経営業務の管理責任者証明書及び別紙 ○専任技術者証明書
○技術検定合格証明書等の資格証明書 ○卒業証明書 ○実務経験証明書 ○指導監督的実務経験証明書
○建設業法施行規則第３条に規定する使用人の一覧表 ○国家資格者等・監理技術者一覧表
○許可申請者の住所、生年月日等に関する調書 ○建設業法施行令第３条に規定する使用人の住所、生年月日等に関する調書 ○貸借対照表
○損益計算書・完成工事原価報告書 ○登記事項証明書
○営業の沿革 ○所属建設業者団体 ○納税証明書 ○健康保険等の加入状況 ○主要取引金融機関名

赤字：変更部分のみ提出する書類（変更がなければ提出不要）（２０／２９）
黒字：提出が必要となる書類（９／２９）

（参考）承継制度により提出負担が削減されると想定される書類


